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２　事務事業の概要・活動実績・課題及び今後の方向性

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

R1年度予算のうち
R2年度に繰越した

事業費

【委託料】伐採業務委託 23,000,000 円

【工事請負費】エンゼル団地道路修繕工事 15,600,000 円

【工事請負費】城ケ丘団地道路修繕工事 53,130,000 円

人件費/総事業費 3.87 ％ 2.24 ％ 4.49 ％ - ％

総事業費(A)+(B) 850,507 千円 698,479 千円 766,337 千円 - 千円

千円
人
役
内
訳

正規職員 4.60 2.05 4.65

千円
人
件
費

（
按
分
）

人件費合計(B) 7.82

32,909 千円

4.70

15,612 千円

7.25

事
業
費

-

嘱託職員 2.90 2.20 2.40 -
34,418

一般財源 809,316 千円 648,788 千円 728,219 千円 827,153

-千円

-

臨時職員 0.32 0.45 0.20 -

1,800 千円 千円

その他 8,282 千円 14,479 千円 千円 千円

731,919 千円 827,153 千円

財
源
内
訳

国県支出金 千円 10,000 千円

事業費合計（A) 817,598 千円 682,867 千円

1,900 千円 千円

地方債 千円 9,600 千円

事業の概要
及び

R1活動実績

　
　　　１　委託による維持修繕と設計（６０２,２９５千円）
　　　　(1)　道路や道路に付属している交通安全施設、道路照明などの維持及び小規模な修繕
　　　　　　等を年間委託した(450,530千円)
　　　　(2)　測量設計を委託した(35,410千円)
　　　　(3)　街路樹の育成管理を委託した(80,122千円)
　　　　(4)　幹線道路の路肩除草を委託した(36,233千円)
　　　２　工事発注による維持修繕（６２,１９４千円）
　　　　　道路修繕工事（山中線）ほか8件を工事発注した。
　　　３　報償費による地域活動支援（１９,４３４千円）
　　　　　市民団体による道路の維持作業に対して、報償費を実施した。
　　　４　道路維持に必要な資材購入などの需用費(３０,７６２千円）
　　　　(1)　凍結防止剤、土のう袋、カラーコーンなど資材を購入した(5,680千円)
　　　　(2)　道路照明灯などの電気使用料(25,082千円)
　　　５　原材料の支給による維持修繕（４,１７６千円）
　　　　　防草シート、常温合材などの資材を購入した。
　　　６　その他事務費など（１３,０５８千円）
　　　　　道路復旧員の人件費等
　　　７　平成３０年７月豪雨災害の復旧を優先したことから、一部事業の繰越しを行った。
　

　　　※本事業は、令和2年度から「交通安全施設整備事業」及び「道路舗装事業」を統合して取り組む
　　　 こととしている。

３　コスト情報
平成29年度（決算） 平成30年度（決算） 令和元年度（決算） 令和２年度（予算）

課題及び
今後の方向性

　道路法に基づいた道路施設の適切な点検を行い、道路施設の機能を維持していく。

根拠法令 道路法

目　的
（何のために）

　道路通行者の安全を確保する。

対　象
（誰・何を対象に）

　道路法認定道路及び認定外の生活道路

所　属 建設部　維持課 総合計画施策体系 8

事務事業名 道路維持修繕事業 ハード一般会計

１　事務事業に関する基本情報 事務事業番号 208 5 新規・継続 継続

【簡易版】 令和 元 年度 事務事業シート 評価
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２　事務事業の概要・活動実績・課題及び今後の方向性

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

R1年度予算のうち
R2年度に繰越した

事業費

- 円

人件費/総事業費 6.63 ％ 6.69 ％ 4.56 ％ - ％

総事業費(A)+(B) 151,366 千円 149,424 千円 160,359 千円 - 千円

千円
人
役
内
訳

正規職員 1.40 1.40 1.00

千円
人
件
費

（
按
分
）

人件費合計(B) 2.80

10,033 千円

2.89

10,002 千円

2.40

事
業
費

-

嘱託職員 1.30 1.40 1.40 -
7,320

一般財源 千円 千円 3,337 千円

-千円

-

臨時職員 0.10 0.09 -

千円 千円

その他 千円 千円 千円 千円

153,039 千円 171,582 千円

財
源
内
訳

国県支出金 141,333 千円 139,422 千円

事業費合計（A) 141,333 千円 139,422 千円

149,702 千円 171,582 千円

地方債 千円 千円

事業の概要
及び

R1活動実績

　
　　　１　県道維持管理業務委託（１５０,６０７千円）
　　　　　事務委譲を受けた県道31路線（205ｋｍ）の維持修繕業務（舗装補修、除草,倒木処理、
　　　　動物死骸処理、植栽管理、凍結防止剤散布等）を実施した。
　
　　　２　需用費等（２,４３２千円）
　　　　(1)　道路復旧員の人件費（2,052千円）
　　　　(2)　凍結防止剤等の購入費用他（380千円）
 

３　コスト情報
平成29年度（決算） 平成30年度（決算） 令和元年度（決算） 令和２年度（予算）

課題及び
今後の方向性

　広島県と連携して、維持修繕をより迅速かつ円滑に実施していく。

根拠法令

目　的
（何のために）

　事務委譲を受けた県道の通行者の安全を確保するため、維持管理を行う。

対　象
（誰・何を対象に）

　県道３１路線（205ｋｍ）

所　属 建設部　維持課 総合計画施策体系 8

事務事業名 県道維持受託事業 ハード一般会計

１　事務事業に関する基本情報 事務事業番号 208 7 新規・継続 継続

【簡易版】 令和 元 年度 事務事業シート 評価

県道の維持管理
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２　事務事業の概要・活動実績・課題及び今後の方向性

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

１　事務事業に関する基本情報 事務事業番号 208 8 新規・継続 継続

【簡易版】 令和 元 年度 事務事業シート 評価

所　属 建設部　維持課 総合計画施策体系 8

事務事業名 河川維持修繕事業 ハード一般会計

根拠法令 河川法

目　的
（何のために）

　洪水による災害発生を防止し、河川機能を維持する。

対　象
（誰・何を対象に）

　普通河川

事業の概要
及び

R1活動実績

 
　　　１　委託による維持修繕等（６０,２７０千円）
　　　　(1)　河川の維持、修繕及び除草等を年間を通して委託した(60,035千円)
　　　　(2)　風早干拓樋門管理を委託した(235千円)
　
　　　２　工事発注による維持修繕（４２,０４１千円）
　　　　　灘排水路修繕工事ほか2件の工事を施工した。
　
　　　３  報償費による地域活動支援　（４,６１９千円）
　　　　　市民団体による河川の維持作業に対して、報償費を支出した。
　
　　　４　公有財産購入費等(１,５０８千円）
　　　　　土地購入費用、土のう袋の購入費用など。

　　　５　平成３０年７月豪雨災害の復旧を優先したことから、一部事業の繰越しを行った。

３　コスト情報
平成29年度（決算） 平成30年度（決算） 令和元年度（決算） 令和２年度（予算）

課題及び
今後の方向性

　市民団体による維持作業は、引き続き支援していく。河川排水路の護岸修繕や浚渫の要望は増加
傾向にあり、計画的に実施していく。

108,438 千円 135,999 千円

財
源
内
訳

国県支出金 5,437 千円 千円

事業費合計（A) 352,225 千円 73,630 千円

千円 千円

地方債 千円 千円 千円 25,000 千円

その他 千円 千円 千円 千円

一般財源 346,788 千円 73,630 千円 108,438 千円 110,999

-千円

-

臨時職員 0.21 0.27 0.10 -

千円
人
役
内
訳

正規職員 2.80 1.20 0.70

千円
人
件
費

（
按
分
）

人件費合計(B) 3.61

20,067 千円

2.27

8,946 千円

1.60

事
業
費

-

嘱託職員 0.60 0.80 0.80 -
5,314

総事業費(A)+(B) 372,292 千円 82,576 千円 113,752 千円 - 千円

人件費/総事業費 5.39 ％ 10.83 ％ 4.67 ％ - ％

R1年度予算のうち
R2年度に繰越した

事業費

【工事請負費】道路河川修繕工事（鼓田排水路ほか） 10,700,000 円

【工事請負費】河川修繕工事（奥条排水路） 9,000,000 円

【工事請負費】道路河川修繕工事（小谷12号線ほか） 11,700,000 円

市民団体による維持活動 灘排水路修繕工事

- 23 -
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２　事務事業の概要・活動実績・課題及び今後の方向性

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

１　事務事業に関する基本情報 事務事業番号 208 9 新規・継続 継続

【簡易版】 令和 元 年度 事務事業シート 評価

所　属 建設部　維持課 総合計画施策体系 8

事務事業名 県河川維持受託事業 ハード一般会計

根拠法令

目　的
（何のために）

　洪水による災害発生を防止し、河川機能を維持する。

対　象
（誰・何を対象に）

　県管理河川

事業の概要
及び

R1活動実績

　　　１　委託料(４,４００千円）
　　　　　福富ダムの草刈等の委託を実施した。

　　　２　工事請負費(５,５６２千円）
　　　　　三津大川の根継工事を実施した。

　　　３　報償費(１,２４７千円）
　　　　　県管理河川の清掃等作業を行った団体に活動補助金を交付した。

　

３　コスト情報
平成29年度（決算） 平成30年度（決算） 令和元年度（決算） 令和２年度（予算）

課題及び
今後の方向性

　県と協議のうえ継続して維持修繕を行う。

11,209 千円 5,761 千円

財
源
内
訳

国県支出金 3,780 千円 5,509 千円

事業費合計（A) 3,780 千円 5,509 千円

11,209 千円 5,761 千円

地方債 千円 千円 千円 千円

その他 千円 千円 千円 千円

一般財源 千円 千円 千円

-千円

-

臨時職員 -

千円
人
役
内
訳

正規職員 0.05 0.05 0.05

千円
人
件
費

（
按
分
）

人件費合計(B) 0.05

351 千円

0.05

351 千円

0.05

事
業
費

-

嘱託職員 -
366

総事業費(A)+(B) 4,131 千円 5,860 千円 11,575 千円 - 千円

人件費/総事業費 8.50 ％ 5.99 ％ 3.16 ％ - ％

R1年度予算のうち
R2年度に繰越した

事業費

- 円

福富ダム草刈り 三津大川の根継工事

- 24 -
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２　事務事業の概要・活動実績・課題及び今後の方向性

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

R1年度予算のうち
R2年度に繰越した

事業費

- 円

人件費/総事業費 36.19 ％ 11.39 ％ 14.05 ％ - ％

総事業費(A)+(B) 6,789 千円 12,329 千円 18,231 千円 - 千円

千円
人
役
内
訳

正規職員 0.35 0.20 0.35

千円
人
件
費

（
按
分
）

人件費合計(B) 0.35

2,457 千円

0.20

1,404 千円

0.35

事
業
費

-

嘱託職員 -
2,562

一般財源 4,332 千円 10,925 千円 15,669 千円 -

-千円

-

臨時職員 -

千円 - 千円

その他 千円 千円 千円 - 千円

15,669 千円 - 千円

財
源
内
訳

国県支出金 千円 千円

事業費合計（A) 4,332 千円 10,925 千円

千円 - 千円

地方債 千円 千円

事業の概要
及び

R1活動実績

　　　１　事業概要
　　　　　豪雨により浸水被害が生じている区域及び想定される区域の対策を行った。

　　　２　Ｒ１活動実績(１５,６６９千円)
　　　　(1)　黒瀬川上流域における総合的な治水対策検討業務(14,984千円)
　　　　　　　広島県と東広島市が連携して、東広島市域における浸水の現状を把握し、対応方法を検
　　　　　　討するための業務を行った。

　　　　(2)　桧山調整池維持管理に係る経費(675千円)

　　　　(3)　その他経費(10千円)

３　コスト情報
平成29年度（決算） 平成30年度（決算） 令和元年度（決算） 令和２年度（予算）

課題及び
今後の方向性

　市街地近郊においては、改修困難な河川や整備の進まない河川があり、河道整備に頼らない治水
対策に取り組む必要がある。
　黒瀬川上流域の総合治水対策として、河川、下水道、流域調節池等との処理分担を明確にし、廃止
ため池等を活用した流域調節池や雨水貯留施設の整備により、浸水対策を推進するとともに、他地区
の治水対策も検討する。

根拠法令

目　的
（何のために）

　梅雨前線豪雨、台風及び近年の局所的な豪雨による道路冠水や、住宅等の浸水被害による災害か
ら、市民の生命・財産を保護し、安全な生活環境を確保する。

対　象
（誰・何を対象に）

　浸水想定区域内の市民

所　属 建設部　河川港湾課　河川港湾係 総合計画施策体系 8

事務事業名 浸水改善事業 ハード一般会計

１　事務事業に関する基本情報 事務事業番号 208 11 新規・継続 継続

【簡易版】 令和 元 年度 事務事業シート 評価

- 25 -
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2 -

２　事務事業の概要・活動実績・課題及び今後の方向性

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

R1年度予算のうち
R2年度に繰越した

事業費

- 円

人件費/総事業費 48.22 ％ 54.48 ％ 45.32 ％ - ％

総事業費(A)+(B) 14,558 千円 14,175 千円 17,766 千円 - 千円

千円
人
役
内
訳

正規職員 1.00 1.10 1.10

千円
人
件
費

（
按
分
）

人件費合計(B) 1.00

7,020 千円

1.10

7,722 千円

1.10

事
業
費

-

嘱託職員 -
8,052

一般財源 千円 千円 千円

-千円

-

臨時職員 -

千円 千円

その他 7,452 千円 6,358 千円 9,573 千円 9,845 千円

9,714 千円 9,938 千円

財
源
内
訳

国県支出金 86 千円 95 千円

事業費合計（A) 7,538 千円 6,453 千円

141 千円 93 千円

地方債 千円 千円

事業の概要
及び

R1活動実績

　　　１　事業の概要
　　　　　安芸津港港湾施設の維持管理・修繕及び港湾区域の防潮扉の開閉・点検を行い、また、放
　 　　置艇対策としてプレジャーボート実態調査を行った。

　　　２　Ｒ１活動実績（９,７１４千円）
　　　　(1)　港湾施設管理業務（4,394千円）
　　　　　ア　港湾施設の清掃、点検等の維持管理を実施した。
　　　　　イ　港湾区域内36門の防潮扉の閉鎖・開放・点検を実施した。

【新】　(2)　放置艇対策（3,826千円）
　　　　　広島県において平成30年3月に策定された「放置艇解消のための基本方針」に基づき放置
　　　　艇対策を進めていくため、東広島市管理の港湾及び漁港における放置艇の実態を調査した。

　　　　(3)　港湾施設修繕（1,365千円）
　　　　　安芸津港湾木谷野積場等の施設を適切に維持するために必要な修繕を実施した。
　
　　　　(4)　その他経費（129千円）

３　コスト情報
平成29年度（決算） 平成30年度（決算） 令和元年度（決算） 令和２年度（予算）

課題及び
今後の方向性

　港湾施設の老朽化に伴い、施設の補修等の維持管理費の増大が懸念される。
　施設の効率的な工事発注や補修を実施し、施設利用者の安全を確保するとともに、施設の長寿命化
による維持管理費の縮減を図る。
　また、放置艇対策については、安芸津港地域周辺の長期的な計画を策定するための、基礎的な調
査を行う必要がある。

根拠法令 港湾法

目　的
（何のために）

　地方港湾安芸津港の安全な利用形態と利便性を確保するため、適正な維持管理を行う。

対　象
（誰・何を対象に）

　港湾施設利用者

所　属 建設部　建設管理課　管理調整係 総合計画施策体系 8

事務事業名 港湾管理事業 ソフト一般会計

１　事務事業に関する基本情報 事務事業番号 208 12 新規・継続 継続

【簡易版】 令和 元 年度 事務事業シート 評価
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２　事務事業の概要・活動実績・課題及び今後の方向性

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

R1年度予算のうち
R2年度に繰越した

事業費

【工事請負費】安芸津防波堤補修工事ほか1工事 71,000,000 円

【旅費】安芸津防波堤補修工事に係る旅費（工場検査） 118,000 円

【委託料】港湾点検業務 10,000,000 円

人件費/総事業費 6.08 ％ 96.30 ％ 4.40 ％ - ％

総事業費(A)+(B) 98,061 千円 1,458 千円 58,271 千円 - 千円

千円
人
役
内
訳

正規職員 0.85 0.20 0.35

千円
人
件
費

（
按
分
）

人件費合計(B) 0.85

5,967 千円

0.20

1,404 千円

0.35

事
業
費

-

嘱託職員 -
2,562

一般財源 10,546 千円 54 千円 31,709 千円 38,060

-千円

-

臨時職員 -

24,000 千円 11,700 千円

その他 3,248 千円 千円 千円 1,396 千円

55,709 千円 81,156 千円

財
源
内
訳

国県支出金 28,000 千円 千円

事業費合計（A) 92,094 千円 54 千円

千円 30,000 千円

地方債 50,300 千円 千円

事業の概要
及び

R1活動実績

　　　１　事業概要
　　　　　安芸津港港湾施設の長寿命化を図るため、計画的な補修等を行った。

　　　２　Ｒ１活動実績(５５,７０９千円)
　　　　(1)　安芸津港港湾区域内浚渫工事(54,000千円)
　　　　　　早田原地区、三津地区の浚渫を行った。

　　　　(2)　その他経費(1,709千円)

　　　　(3)　港湾施設補修工事について、防波堤の堤頂部に設置する灯台の撤去及び設置の時期に
　　　　　　関して、海上保安庁との協議により年度内での施工が困難となったこと等により、一部事業の
　　　　　　繰越しを行った。

３　コスト情報
平成29年度（決算） 平成30年度（決算） 令和元年度（決算） 令和２年度（予算）

課題及び
今後の方向性

　港湾施設の補修工事では、老朽化により補修が必要となる施設が増加してきているが、船舶等による
海上作業や潮待ちによる工事日数増により、建設コストが膨らむ。
　定期的な点検により、早期に老朽化した施設を見極め、計画的な補修工事を実施していくことにより
維持管理費の縮減を図るとともに、施設利用者の安全を確保する。

根拠法令 港湾法

目　的
（何のために）

　地方港湾安芸津港の港湾施設及び海岸保全施設を適切に維持管理する。

対　象
（誰・何を対象に）

　安芸津港港湾施設

所　属 建設部　河川港湾課　河川港湾係 総合計画施策体系 8

事務事業名 港湾施設長期保全事業 ハード一般会計

１　事務事業に関する基本情報 事務事業番号 208 13 新規・継続 継続

【簡易版】 令和 元 年度 事務事業シート 評価

安芸津港港湾区域内浚渫状況
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２　事務事業の概要・活動実績・課題及び今後の方向性

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

R1年度予算のうち
R2年度に繰越した

事業費

- 円

人件費/総事業費 51.99 ％ 41.25 ％ 42.26 ％ - ％

総事業費(A)+(B) 2,083 千円 2,553 千円 2,598 千円 - 千円

千円
人
役
内
訳

正規職員 0.15 0.15 0.15

千円
人
件
費

（
按
分
）

人件費合計(B) 0.15

1,083 千円

0.15

1,053 千円

0.15

事
業
費

-

嘱託職員 -
1,098

一般財源 千円 千円 千円

-千円

-

臨時職員 -

千円 千円

その他 千円 千円 千円 千円

1,500 千円 1,500 千円

財
源
内
訳

国県支出金 1,000 千円 1,500 千円

事業費合計（A) 1,000 千円 1,500 千円

1,500 千円 1,500 千円

地方債 千円 千円

事業の概要
及び

R1活動実績

　　　１　事業概要
　　　　　県管理急傾斜地崩壊防止施設の維持管理を行った。

　　　２　Ｒ１活動実績(１,５００千円)
　　　　(1)　急傾斜地維持管理業務(1,496千円)
　　　　　　海印寺地区ほか1地区の伐採業務を行った。

　　　　(2)　その他経費(4千円)

３　コスト情報
平成29年度（決算） 平成30年度（決算） 令和元年度（決算） 令和２年度（予算）

課題及び
今後の方向性

　県管理急傾斜地崩壊防止施設の伐採等の要望が増加しているが、財源不足により十分な対応が出
来ていない。
　限られた財源の中で、優先度の高い箇所から実施するとともに、広島県に委託金の拡充を要望して
いく。

根拠法令 急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律

目　的
（何のために）

　事務移譲を受けた県管理急傾斜地崩壊防止施設の維持管理を行う。

対　象
（誰・何を対象に）

　市内に存する県管理急傾斜地崩壊防止施設

所　属 建設部　河川港湾課　河川港湾係 総合計画施策体系 8

事務事業名 県急傾斜維持管理受託事業 ハード一般会計

１　事務事業に関する基本情報 事務事業番号 208 14 新規・継続 継続

【簡易版】 令和 元 年度 事務事業シート 評価

海印寺地区（安芸津町三津）

伐採前 伐採後
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２　事務事業の概要・活動実績・課題及び今後の方向性

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

事務事業名 小規模崩壊地復旧等事業 一般会計 ハード

所　属 建設部　河川港湾課　農業水利係 総合計画施策体系 8

１　事務事業に関する基本情報 事務事業番号 208 18 新規・継続 継続

【簡易版】 令和 元 年度 事務事業シート 評価

根拠法令

目　的
（何のために）

　豪雨などの影響で、林地崩壊のおそれがある家屋裏の山林において、山林崩壊の予防等を行う。

３　コスト情報
平成29年度（決算） 平成30年度（決算） 令和元年度（決算） 令和２年度（予算）

対　象
（誰・何を対象に）

　受益者

事業の概要
及び

R1活動実績

　　　１　事業概要
　　　　　林地崩壊のおそれがある家屋裏の山林において、山林崩壊の予防として、土留擁壁、
　　　　法面工等の測量設計を実施した。

　　　２　Ｒ１活動実績（１,８０８千円）
　　　　(1)　測量設計業務（1,642千円）
　　　　　　　４地区の測量設計業務を実施した。
　
　　　　(2)　その他経費（166千円）

　　　　(3)　地元調整及び設計協議に時間を要したため、工事に必要となる工期が年度内に確保
　　　　　　できないことから、一部事業の繰越しを行った。

課題及び
今後の方向性

　本事業の財源は、広島県の補助金と地元の負担金であるため、県・地元と連携を図り事業を進める。
　

1,808 千円 26,460 千円

財
源
内
訳

国県支出金 4,560 千円 千円

事業費合計（A) 9,105 千円 18 千円

千円 13,230 千円

地方債 千円 千円 千円 千円

その他 4,545 千円 千円 904 千円 13,230 千円

一般財源 千円 18 千円 904 千円

-千円

-

臨時職員 -

千円
人
役
内
訳

正規職員 0.20 0.20 0.40

千円
人
件
費

（
按
分
）

人件費合計(B)

1,404 千円 1,404 千円

0.45

事
業
費

-

嘱託職員 0.05 -
3,026

総事業費(A)+(B) 10,509 千円 1,422 千円

％ - ％

R1年度予算のうち
R2年度に繰越した

事業費

【旅費】設計審査、地権者協議 15,000 円

4,834 千円 - 千円

人件費/総事業費 13.36 ％ 98.73 ％ 62.60

【需用費】印刷製本費 169,000 円

【工事請負費】小田（十の組）地区復旧工事ほか2工事 32,000,000 円
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２　事務事業の概要・活動実績・課題及び今後の方向性

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

１　事務事業に関する基本情報 事務事業番号 208 19 新規・継続 継続

【簡易版】 令和 元 年度 事務事業シート 評価

所　属 建設部　河川港湾課　河川港湾係 総合計画施策体系 8

事務事業名 災害関連地域防災がけ崩れ対策事業 ハード一般会計

根拠法令

目　的
（何のために）

　がけ地の崩壊等が発生した箇所について、がけ崩れ防止工事を行い、次期降雨等による再度災害
を防止し、もって民生の安定を図る。

対　象
（誰・何を対象に）

　高さ5ｍ以上の自然斜面で、保全人家2戸以上の激甚災害により崩壊したがけ地

事業の概要
及び

R1活動実績

　　　１　事業概要
　　　　　激甚災害に伴い崩壊等が発生し、これを放置すると保全人家2戸以上に倒壊等著しい被害を
　　　　及ぼすと認められる箇所において実施する、直接人命保護を目的とするがけ崩れ防止工事を
　　　　行った。

　　　２　Ｒ１活動実績(１８５,６４６千円)
　　　　(1)　がけ崩れ対策測量設計(62,610千円)
　　　　　　大芝南2地区ほか7地区の測量設計を行った。

　　　　(2)　がけ崩れ対策工事(122,790千円)
　　　　　　大芝南2地区ほか7地区の対策工事を発注した。

　　　　(3)　その他経費(246千円)

　　　　(4)　入札不調等に伴い年度内完了が困難となったことから、一部事業の繰越しを行った。

３　コスト情報
平成29年度（決算） 平成30年度（決算） 令和元年度（決算） 令和２年度（予算）

課題及び
今後の方向性

　地元分担金が発生することから、関係者の同意が得られず事業実施に至らない箇所もあり、市民の
安全が確保できていない。
　激甚災害に伴い、地元分担金を2分の1に軽減したが、更なる軽減等の検討が必要である。

185,646 千円 51,774 千円

財
源
内
訳

国県支出金 - 千円 千円

事業費合計（A) - 千円 215 千円

61,998 千円 千円

地方債 - 千円 千円 86,300 千円 51,000 千円

その他 - 千円 千円 16,135 千円 千円

一般財源 - 千円 215 千円 21,213 千円 774

-千円

-

臨時職員 - 0.16 -

千円
人
役
内
訳

正規職員 - 0.42 0.85

千円
人
件
費

（
按
分
）

人件費合計(B) -

千円

0.42

2,983 千円

1.01

事
業
費

-

嘱託職員 - -
6,548

総事業費(A)+(B) - 千円 3,198 千円 192,194 千円 - 千円

人件費/総事業費 - ％ 93.28 ％ 3.41 ％ - ％

R1年度予算のうち
R2年度に繰越した

事業費

【工事請負費】大芝南２地区がけ崩れ対策工事ほか7地区 253,210,000 円

大芝南２地区（安芸津町風早） 小竹4地区（高屋町造賀）

施工中 施工中
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( )

-

11 款 1 項 1 目

2 -

２　事務事業の概要・活動実績・課題及び今後の方向性

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

【工事請負費】八本松地区災害復旧工事（1-2）その2ほか農地農業用施設災害復旧工事 245,471,000 円

総事業費(A)+(B) 64,078 千円 116,661 千円

％ - ％

R1年度予算のうち
R2年度に繰越した

事業費

【委託料】農地農業用施設災害復旧測量設計業務ほか 89,493,000 円

791,920 千円 - 千円

人件費/総事業費 24.10 ％ 13.24 ％ 20.62

千円
人
役
内
訳

正規職員 2.20 4.31 21.00

千円
人
件
費

（
按
分
）

人件費合計(B) 2.22

15,444 千円

4.99

15,444 千円

26.27

事
業
費

-

嘱託職員 3.12 -
163,274

一般財源 23,793 千円 74,587 千円 384,465 千円 492,027

-千円

-

臨時職員 0.68 2.15 -

105,900 千円 114,600 千円

その他 1,144 千円 千円 24,299 千円 63,454 千円

628,646 千円 4,938,828 千円

財
源
内
訳

国県支出金 23,697 千円 19,230 千円

事業費合計（A) 48,634 千円 101,217 千円

113,982 千円 4,268,747 千円

地方債 千円 7,400 千円

３　コスト情報
平成29年度（決算） 平成30年度（決算） 令和元年度（決算） 令和２年度（予算）

対　象
（誰・何を対象に）

　農地・農業用施設（ため池、水路、頭首工、農道等）

事業の概要
及び

R1活動実績

　　　１　事業概要
　　　　　異常な天然現象により被災した農地及び農業用施設を復旧した。

　　　２　Ｒ１活動実績（６２８,６４６千円）
　　　　(1)　委託料(347,173千円）
　　　　　　災害査定設計書作成に係る測量設計業務等を実施した。
　
　　　　(2)　工事請負費(280,237千円)
　　　　　　災害復旧工事を実施した。
　
　　　　(3)　その他経費(1,236千円)
 
　　　　(4)　平成30年7月豪雨に関する災害復旧工事は、多くの入札不調が発生したため、
　　　　　　発注ロットの見直しや工期に余裕を見込んだ発注方式を進めたことにより繰越しを行った。

課題及び
今後の方向性

　入札不調が多いため、発注方法の検討を行い、復旧を推進していく。
　

根拠法令 農林水産業施設災害復旧事業費国庫補助の暫定措置に関する法律

目　的
（何のために）

　農地・農業用施設災害の速やかな復旧により、農業の維持と農業経営の安定を図る。

事務事業名 農業用施設災害復旧事業 一般会計 ハード

所　属 建設部　河川港湾課　農業水利係 総合計画施策体系 8

１　事務事業に関する基本情報 事務事業番号 208 20 新規・継続 継続

【簡易版】 令和 元 年度 事務事業シート 評価
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( )

-

11 款 1 項 1 目

2 -

２　事務事業の概要・活動実績・課題及び今後の方向性

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

【工事請負費】各地区の災害復旧工事 151,000,000 円

総事業費(A)+(B) 13,465 千円 171,151 千円

％ - ％

R1年度予算のうち
R2年度に繰越した

事業費

【委託料】林道施設災害復旧測量設計業務 962,000 円

219,413 千円 - 千円

人件費/総事業費 26.07 ％ 5.13 ％ 11.63

千円
人
役
内
訳

正規職員 0.50 1.25 3.33

千円
人
件
費

（
按
分
）

人件費合計(B) 0.50

3,510 千円

1.25

8,775 千円

3.88

事
業
費

-

嘱託職員 0.37 -
25,516

一般財源 1,935 千円 86,783 千円 78,123 千円 63,225

-千円

-

臨時職員 0.18 -

82,300 千円 46,600 千円

その他 千円 千円 千円 千円

193,897 千円 455,462 千円

財
源
内
訳

国県支出金 7,620 千円 34,393 千円

事業費合計（A) 9,955 千円 162,376 千円

33,474 千円 345,637 千円

地方債 400 千円 41,200 千円

３　コスト情報
平成29年度（決算） 平成30年度（決算） 令和元年度（決算） 令和２年度（予算）

対　象
（誰・何を対象に）

　林道施設

事業の概要
及び

R1活動実績

　　　１　事業概要
　　　　　異常な天然現象により被災した林道施設を復旧した。
　
　　　２　Ｒ１活動実績（１９３,８９７千円）
　　　　(1)　委託料(154,665千円）
　　　　　　災害査定設計書作成に係る測量設計業務を実施した。

　　　　(2)　工事請負費(38,646千円)
　　　　　　災害復旧工事を実施した。

　　　　(3)　その他経費(586千円)

　　　　(4)  平成30年7月豪雨に関する災害復旧工事は、多くの入札不調が発生したため、
　　　　　　発注ロットの見直しや工期に余裕を見込んだ発注方式を進めたことにより繰越しを行った。

課題及び
今後の方向性

　入札不調が多いため、発注方法の検討を行い、復旧を推進していく。
　

根拠法令 農林水産業施設災害復旧事業費国庫補助の暫定措置に関する法律

目　的
（何のために）

　林道施設災害の速やかな復旧により、林業の維持と林業経営の安定を図る。

事務事業名 林業用施設災害復旧事業 一般会計 ハード

所　属 建設部　河川港湾課　農業水利係 総合計画施策体系 8

１　事務事業に関する基本情報 事務事業番号 208 21 新規・継続 継続

【簡易版】 令和 元 年度 事務事業シート 評価
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２　事務事業の概要・活動実績・課題及び今後の方向性

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

R1年度予算のうち
R2年度に繰越した

事業費

【委託料】災害復旧測量設計業務ほか 292,899,000 円

【工事請負費】安芸津地区災害復旧工事(30-5)ほか公共土木施設災害復旧工事 1,426,365,000 円

人件費/総事業費 9.61 ％ 0.67 ％ 7.50 ％ - ％

総事業費(A)+(B) 47,476 千円 4,586,165 千円 2,096,482 千円 - 千円

千円
人
役
内
訳

正規職員 0.65 7.64 21.10

千円
人
件
費

（
按
分
）

人件費合計(B) 0.65

4,563 千円

7.64

30,635 千円

22.55

事
業
費

-

嘱託職員 0.66 -
157,283

一般財源 2,874 千円 1,844,743 千円 706,329 千円 626,266

-千円

-

臨時職員 0.79 -

645,100 千円 1,713,200 千円

その他 千円 千円 千円 千円

1,939,199 千円 5,399,467 千円

財
源
内
訳

国県支出金 25,539 千円 888,887 千円

事業費合計（A) 42,913 千円 4,555,530 千円

587,770 千円 3,060,001 千円

地方債 14,500 千円 1,821,900 千円

事業の概要
及び

R1活動実績

　　　１　事業概要
　　　　　平成30年７月豪雨により被災した河川、市道、橋梁等の復旧を行った。

　　　２　Ｒ１活動実績(１,９３９,１９９千円)
　　　　(1)　平成30年災害復旧に係る業務(675,672千円)
　　　　　　道路・河川等災害実施設計業務、道路・河川維持業務委託等を行った。

　　　　(2)　平成30年災害復旧に係る工事(1,239,098千円)
　　　　　　河川・道路等災害復旧工事、河川堆積土砂及び港湾区域内災害流出土砂の撤去工事等を
　　　　　行った。
　
　　　　(3)　その他経費(24,429千円)

　　　　(4)　多くの入札不調が発生したため、発注ロットの見直しや工期に余裕を見込んだ発注方式を
　　　　　　進めたこと等により、繰越しを行った。

３　コスト情報
平成29年度（決算） 平成30年度（決算） 令和元年度（決算） 令和２年度（予算）

課題及び
今後の方向性

　入札不調が多いため、発注方法の検討を行い、復旧を推進していく。

根拠法令 公共土木施設災害復旧事業費国庫負担法

目　的
（何のために）

　災害発生時に公共土木施設の速やかな復旧を行い、市民生活を守る。

対　象
（誰・何を対象に）

　被災した河川、市道、橋梁等の公共土木施設

所　属 建設部　河川港湾課・維持課 総合計画施策体系 8

事務事業名 土木施設災害復旧事業 ハード一般会計

１　事務事業に関する基本情報 事務事業番号 208 22 新規・継続 継続

【簡易版】 令和 元 年度 事務事業シート 評価
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8 款 2 項 2 目

2 -

２　事務事業の概要・活動実績・課題及び今後の方向性

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

R1年度予算のうち
R2年度に繰越した

事業費

【工事請負費】道路照明灯LED化工事 43,755,000 円

【工事請負費】区画線整備工事 13,000,000 円

【工事請負費】交通安全施設整備工事ほか 22,345,000 円

人件費/総事業費 9.66 ％ 7.41 ％ 4.43 ％ - ％

総事業費(A)+(B) 165,596 千円 87,628 千円 189,865 千円 - 千円

千円
人
役
内
訳

正規職員 2.25 0.90 1.15

千円
人
件
費

（
按
分
）

人件費合計(B) 2.65

16,000 千円

1.39

6,492 千円

1.45

事
業
費

-

嘱託職員 0.30 0.40 0.30 -
8,418

一般財源 88,447 千円 23,162 千円 113,947 千円 -

-千円

-

臨時職員 0.10 0.09 -

67,500 千円 - 千円

その他 千円 千円 千円 - 千円

181,447 千円 - 千円

財
源
内
訳

国県支出金 18,149 千円 5,974 千円

事業費合計（A) 149,596 千円 81,136 千円

千円 - 千円

地方債 43,000 千円 52,000 千円

事業の概要
及び

R1活動実績

 
　　　１　歩道及び待避所の整備等（３９,２４５千円）
　　　　(1)　待避所設置及び歩道拡幅工事（下三永19号線ほか）を実施した（12,082千円）
　　　　(2)　中島白市線歩道橋詳細設計業務委託ほか1件を実施した（20,619千円）
　　　　(3)　西条町２工区道路河川等維持業務委託を実施した（6,544千円）
　
       ２　交通安全施設整備（１４２,０７３千円）
　　　　(1)　通行の安全を確保するため、交通安全施設整備工事ほか3件を実施した。
　　　　　　（62,943千円）
　　　　(2)　既設の道路照明灯について、電気料金及び電球交換等の維持管理費の縮減を図
　　　　　　るため、408基の水銀灯をＬＥＤ灯具に更新整備した。（79,130千円）
　
　　　３　需用費（１２９千円）
　　　　　危険杭の購入費用等。

　　　４　平成３０年７月豪雨災害の復旧を優先したことから、一部事業の繰越しを行った。

　

　　　※本事業は、令和2年度から「道路維持修繕事業」に統合して取り組むこととしている。

３　コスト情報
平成29年度（決算） 平成30年度（決算） 令和元年度（決算） 令和２年度（予算）

課題及び
今後の方向性

　通学路については、通学路安全検討会議、通学路緊急合同点検結果に基づき整備していく。
　道路照明については、早期にすべての水銀灯をＬＥＤ灯に更新していく。

根拠法令 道路法

目　的
（何のために）

　交通安全施設を整備することにより、交通の安全を確保する。

対　象
（誰・何を対象に）

　道路法認定道路及び認定外の生活道路における交通安全施設

所　属 建設部　維持課 総合計画施策体系 10

事務事業名 交通安全施設整備事業 ハード一般会計

１　事務事業に関する基本情報 事務事業番号 210 4 新規・継続 継続

【簡易版】 令和 元 年度 事務事業シート 評価

施工前 施工後
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２　事務事業の概要・活動実績・課題及び今後の方向性

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

R1年度予算のうち
R2年度に繰越した

事業費

- 円

人件費/総事業費 2.99 ％ 8.95 ％ 4.52 ％ - ％

総事業費(A)+(B) 269,732 千円 35,306 千円 420,987 千円 - 千円

千円
人
役
内
訳

正規職員 1.15 0.45 2.60

千円
人
件
費

（
按
分
）

人件費合計(B) 1.15

8,073 千円

0.65

3,159 千円

2.60

事
業
費

-

嘱託職員 0.20 -
19,032

一般財源 261,659 千円 10,347 千円 261,041 千円 -

-千円

-

臨時職員 -

139,900 千円 - 千円

その他 千円 千円 1,014 千円 - 千円

401,955 千円 - 千円

財
源
内
訳

国県支出金 千円 千円

事業費合計（A) 261,659 千円 32,147 千円

千円 - 千円

地方債 千円 21,800 千円

事業の概要
及び

R1活動実績

　　　１　工事（４０１,９５５千円）
　　　　　老朽化した幹線道路や、市民要望による道路の舗装工事「道路舗装工事（志和地区）」
　　　　ほか8件を実施した。

　　　※本事業は、令和2年度から「道路維持修繕事業」に統合して取り組むこととしている。
　
　

３　コスト情報
平成29年度（決算） 平成30年度（決算） 令和元年度（決算） 令和２年度（予算）

課題及び
今後の方向性

　幹線道路については、定期的な点検に基づき計画的に修繕を実施する。

根拠法令 道路法

目　的
（何のために）

　道路舗装の新設及び修繕を実施し、事故の防止と安全で快適な走行環境づくりを行う。

対　象
（誰・何を対象に）

　道路法認定道路及び認定外の生活道路

所　属 建設部　維持課 総合計画施策体系 10

事務事業名 道路舗装事業 ハード一般会計

１　事務事業に関する基本情報 事務事業番号 210 5 新規・継続 継続

【簡易版】 令和 元 年度 事務事業シート 評価

志和地区

- 35 -
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8 款 2 項 2 目

2 -

２　事務事業の概要・活動実績・課題及び今後の方向性

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

R1年度予算のうち
R2年度に繰越した

事業費

- 円

人件費/総事業費 7.26 ％ 93.60 ％ 93.61 ％ - ％

総事業費(A)+(B) 4,834 千円 375 千円 391 千円 - 千円

千円
人
役
内
訳

正規職員 0.05 0.05 0.05

千円
人
件
費

（
按
分
）

人件費合計(B) 0.05

351 千円

0.05

351 千円

0.05

事
業
費

-

嘱託職員 -
366

一般財源 83 千円 24 千円 25 千円

-千円

-

臨時職員 -

千円 千円

その他 千円 千円 千円 千円

25 千円 千円

財
源
内
訳

国県支出金 4,400 千円 千円

事業費合計（A) 4,483 千円 24 千円

千円 千円

地方債 千円 千円

事業の概要
及び

R1活動実績

　
　　　１  負担金等（２５千円）
　　　　　ダム・発電関係市町村広島県協議会負担金等。
　

３　コスト情報
平成29年度（決算） 平成30年度（決算） 令和元年度（決算） 令和２年度（予算）

課題及び
今後の方向性

　H30.7豪雨災害の復旧を優先して工事を中止している。
　計画期間の10年延長に伴い、整備計画を更新し、引き続き整備を進める。

根拠法令 電源開発促進税法、特別会計に関する法律、発電用施設周辺地域整備法

目　的
（何のために）

　椋梨川水力発電所設置による減水区間地域の環境激変緩和のための対策を行う。

対　象
（誰・何を対象に）

　河内町中河内地区の住民

所　属 建設部　維持課 総合計画施策体系 10

事務事業名 電源立地地域対策事業 ハード一般会計

１　事務事業に関する基本情報 事務事業番号 210 6 新規・継続 継続

【簡易版】 令和 元 年度 事務事業シート 評価
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( )

-

6 款 1 項 5 目

3 -

２　事務事業の概要・活動実績・課題及び今後の方向性

、

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

１　事務事業に関する基本情報 事務事業番号 301 2 新規・継続 継続

【簡易版】 令和 元 年度 事務事業シート 評価

所　属 建設部　用地課　地籍調査室　地籍調査係 総合計画施策体系 1

事務事業名 地籍調査事業 ソフト一般会計

根拠法令 国土調査法

目　的
（何のために）

   地籍を明確化することにより、境界紛争の未然防止等による土地取引の円滑化や土地資産の保全、
公共事業の効率化、資産課税の適正化を図る。

対　象
（誰・何を対象に）

　国有林及び公有水面を除く一筆ごとのすべての土地

事業の概要
及び

R1活動実績

　　　１　事業の概要
　　　　(1)　一筆ごとの土地について、地番、地目、所有者、境界等の調査を実施する。

　　　　(2)　現地において、土地所有者等の立会による境界確認を行い、境界杭等を設置する。

　　　　(3)　一筆ごとに確認した土地の境界杭等の測量を行い、各筆の面積を測定する。

　　　　(4)　一筆地調査及び測量成果に基づき、地籍図と地籍簿を作成し、一般の閲覧に供する。

　　　　(5)　県の認証及び国の承認を受けた後、地籍図と地籍簿の写しを法務局に送付する。
　
　　　２　活動実績（７,３７４千円）
　　　　(1)　西条町田口及び郷曽の一部、安芸津町木谷の一部の区域について、地籍図と地籍簿
　　　　　　の作成を行うとともに、土地所有者等の閲覧に供した。

　　　　(2)  西条町森近の一部の区域について、県の認証及び国の承認後、法務局へ地籍図と地
　　　　　　籍簿の写しを送付した。

　

３　コスト情報
平成29年度（決算） 平成30年度（決算） 令和元年度（決算） 令和２年度（予算）

課題及び
今後の方向性

   土地所有者等の高齢化や不在地主の増加等により、境界情報の把握が難しくなってきており、特に
山林部では、樹木が生い茂り、里道や水路が消滅するなどの荒廃が著しく進み、境界情報が失われつ
つあることから、地籍調査の実施において、大きな支障となっている。今後は、国が示す戦略的な地籍
整備の方向性等に基づき、新たな効率的手法の導入を図っていくとともに、災害危険区域などの地籍
整備の必要性が高い地域について、優先的に調査を行っていく必要がある。

7,374 千円 23,094 千円

財
源
内
訳

国県支出金 12,913 千円 千円

事業費合計（A) 23,731 千円 8,470 千円

1,200 千円 13,695 千円

地方債 千円 千円 千円 千円

その他 94 千円 1 千円 千円 千円

一般財源 10,724 千円 8,469 千円 6,174 千円 9,399

-千円

-

臨時職員 2.00 0.40 1.00 -

千円
人
役
内
訳

正規職員 8.00 1.45 2.70

千円
人
件
費

（
按
分
）

人件費合計(B) 10.00

59,960 千円

1.85

10,939 千円

3.70

事
業
費

-

嘱託職員 -
19,764

総事業費(A)+(B) 83,691 千円 19,409 千円 27,138 千円 - 千円

人件費/総事業費 71.64 ％ 56.36 ％ 72.83 ％ - ％

R1年度予算のうち
R2年度に繰越した

事業費

- 円
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２　事務事業の概要・活動実績・課題及び今後の方向性

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

１　事務事業に関する基本情報 事務事業番号 301 3 新規・継続 継続

【簡易版】 令和 元 年度 事務事業シート 評価

所　属 建設部　用地課　庶務係・用地係 総合計画施策体系 1

事務事業名 用地業務一般事務 ソフト一般会計

根拠法令 土地収用法

目　的
（何のために）

　安全で利便性の高い道路網の形成や公共施設の整備に必要な用地の取得、及び公共施設の適正
な維持管理のため未登記公有財産の解消を図る。

対　象
（誰・何を対象に）

　新規事業に必要な土地及び現に未登記となっている土地

事業の概要
及び

R1活動実績

　　　１　事業用地の取得
　　　　(1)　買収路線等
　　　　　　国、県道との一体的な交通ネットワークを形成する幹線道路や、主要施策に関連し
　　　　　た路線のほか、公共施設の整備に必要な用地の取得を行った。
　　　　　ア　路線数　14路線等
　　　　　イ　取得筆数　48筆
　　　　(2)　寄附路線等
　　　　　　緊急自動車等の通行困難な狭隘道路の解消や、河川の維持修繕等、主に生活基
　　　　　盤の改善に資する路線等の整備に必要な用地の取得を行った。
　　　　　ア　路線数　22路線等
　　　　　イ　取得筆数　170筆

　　　２　未登記公有財産の登記整理（３６,８３７千円）
　　　　　公共用地の適正な維持管理のため、現に未登記となっている土地について、権利者か
 　　　 ら寄附の承諾を得たうえで、所有権移転登記を行った。
　　　　(1)　路線数　43路線等
　　　　(2)　整理筆数　123筆
　　　　(3)　治山事業の相続調査　34件

　　　３　事業用地の登記事務
　　　　(1)　処理件数　181件
　　　　(2)　登記筆数　1,944筆

　　　４　事務費（３,２３３千円）
　　　　※　平成３０年７月豪雨災害に伴う治山事業に係る工事施工同意書の取得
　　　　(1)　民有林直轄治山事業（国）　7渓流　102筆
　　　　(2)　治山激甚災害対策特別緊急事業（県）　16渓流　208筆

３　コスト情報
平成29年度（決算） 平成30年度（決算） 令和元年度（決算） 令和２年度（予算）

課題及び
今後の方向性

　近年、多数共有や長期相続登記未了による多数相続の発生等、取得困難な土地が増加傾向にある
ことから、国、県の指導や研修会への参加を通じて職員の能力向上を図るとともに、関係機関と連携
し、円滑な用地取得に努める。

40,070 千円 40,649 千円

財
源
内
訳

国県支出金 千円 千円

事業費合計（A) 38,496 千円 38,680 千円

千円 千円

地方債 千円 千円 千円 千円

その他 千円 千円 千円 千円

一般財源 38,496 千円 38,680 千円 40,070 千円 40,649

-千円

-

臨時職員 0.60 0.41 -

千円
人
役
内
訳

正規職員 10.60 7.06 9.20

千円
人
件
費

（
按
分
）

人件費合計(B) 10.60

74,412 千円

7.66

50,748 千円

9.61

事
業
費

-

嘱託職員 -
68,135

総事業費(A)+(B) 112,908 千円 89,428 千円 108,205 千円 - 千円

人件費/総事業費 65.90 ％ 56.75 ％ 62.97 ％ - ％

R1年度予算のうち
R2年度に繰越した

事業費

- 円
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２　事務事業の概要・活動実績・課題及び今後の方向性

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

１　事務事業に関する基本情報 事務事業番号 303 1 新規・継続 継続

【簡易版】 令和 元 年度 事務事業シート 評価

所　属 建設部　住宅課　計画調整係 総合計画施策体系 3

事務事業名 計画調整事務 ソフト一般会計

根拠法令

目　的
（何のために）

　住生活基本法・住宅マスタープランに基づき、安全・安心で質の高い住宅ストックの確保を図るため
の住宅施策を実施する。

対　象
（誰・何を対象に）

　市民

事業の概要
及び

R1活動実績

　
　　　１　民間木造住宅の耐震診断（１,０８９千円）
　　　　　 昭和５６年５月３１日以前に工事着手した民間木造住宅の耐震診断を行った。（６戸）
　　　　　  （自己負担額１万円）

　　　２　長期優良住宅認定事務等に係る経費（１３０千円）
　　　　(1)　長期優良住宅普及促進の啓発及び認定事務

　　　　(2)　市民・民間事業者に対する様々な情報発信を行うための関係機関との連携事務

　　　　(3)　その他事務費

        　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（耐震診断業務）

３　コスト情報
平成29年度（決算） 平成30年度（決算） 令和元年度（決算） 令和２年度（予算）

課題及び
今後の方向性

　耐震改修は平成２６年以降申込みが無い。
　今後も木造住宅の耐震化を向上させるため、引続き普及啓発に努める。

1,219 千円 4,217 千円

財
源
内
訳

国県支出金 120 千円 361 千円

事業費合計（A) 10,686 千円 1,118 千円

361 千円 1,738 千円

地方債 千円 千円 千円 千円

その他 1,374 千円 757 千円 858 千円 1,360 千円

一般財源 9,192 千円 千円 千円 1,119

-千円

-

臨時職員 0.03 0.20 0.20 -

千円
人
役
内
訳

正規職員 1.50 1.10 1.10

千円
人
件
費

（
按
分
）

人件費合計(B) 1.53

10,530 千円

1.30

8,102 千円

1.30

事
業
費

-

嘱託職員 -
8,432

総事業費(A)+(B) 21,216 千円 9,220 千円 9,651 千円 - 千円

人件費/総事業費 49.63 ％ 87.87 ％ 87.37 ％ - ％

R1年度予算のうち
R2年度に繰越した

事業費

- 円

柱傾斜測定基礎コンクリート強度測定
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２　事務事業の概要・活動実績・課題及び今後の方向性

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

R1年度予算のうち
R2年度に繰越した

事業費

- 円

人件費/総事業費 49.76 ％ 41.65 ％ 59.90 ％ - ％

総事業費(A)+(B) 7,760 千円 9,270 千円 6,721 千円 - 千円

千円
人
役
内
訳

正規職員 0.55 0.55 0.55

千円
人
件
費

（
按
分
）

人件費合計(B) 0.55

3,861 千円

0.55

3,861 千円

0.55

事
業
費

-

嘱託職員 -
4,026

一般財源 千円 千円 千円

-千円

-

臨時職員 -

千円 千円

その他 3,899 千円 5,409 千円 2,695 千円 1,450 千円

2,695 千円 1,450 千円

財
源
内
訳

国県支出金 千円 千円

事業費合計（A) 3,899 千円 5,409 千円

千円 千円

地方債 千円 千円

事業の概要
及び

R1活動実績

　
　　　１　住宅新築資金等貸付金の償還推進事務（１,７５９千円）
　　　　　収納事務、債務者調査

　　　２　長期借入金の償還金（９３６千円）
　　　　(1)　長期借入金元金返済（886千円）

　　　　(2)　長期借入金利子（50千円）

３　コスト情報
平成29年度（決算） 平成30年度（決算） 令和元年度（決算） 令和２年度（予算）

課題及び
今後の方向性

　住宅新築資金等貸付金はすでに終了し、現在は償還事務のみを行っている。
　既に亡くなられた債権者も多く、連帯保証人の新たな設定も難しいため、相続人調査を強化し、今後
は、不納欠損等を行う必要がある。

根拠法令

目　的
（何のために）

　歴史的、社会的理由により生活環境等の安定向上が阻害されている地域の環境の整備改善を図る。
なお、現在は貸付金償還事務を行う。

対　象
（誰・何を対象に）

　債務者

所　属 建設部　住宅課　住宅係 総合計画施策体系 3

事務事業名 住宅新築資金等貸付事業 ソフト特別会計

１　事務事業に関する基本情報 事務事業番号 303 4 新規・継続 継続

【簡易版】 令和 元 年度 事務事業シート 評価
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( )

-

3 款 4 項 1 目

3 -

２　事務事業の概要・活動実績・課題及び今後の方向性

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

R1年度予算のうち
R2年度に繰越した

事業費

- 円

人件費/総事業費 #DIV/0! ％ #DIV/0! ％ 70.84 ％ - ％

総事業費(A)+(B) 千円 千円 4,650 千円 - 千円

千円
人
役
内
訳

正規職員 0.45

千円
人
件
費

（
按
分
）

人件費合計(B)

千円 千円

0.45

事
業
費

-

嘱託職員 -
3,294

一般財源 千円 千円 千円 -

-千円

-

臨時職員 -

千円 - 千円

その他 千円 千円 1,356 千円 - 千円

1,356 千円 - 千円

財
源
内
訳

国県支出金 千円 千円

事業費合計（A) 千円 千円

千円 - 千円

地方債 千円 千円

事業の概要
及び

R1活動実績

　　　１　広島県への負担金（１,３５６千円）
　　　　　応急仮設住宅（みなし仮設住宅）にかかる家賃
           （災害救助法対象外の入居者）

３　コスト情報
平成29年度（決算） 平成30年度（決算） 令和元年度（決算） 令和２年度（予算）

課題及び
今後の方向性

　
　令和元年度で事業終了。

根拠法令

目　的
（何のために）

　平成30年7月豪雨災害被災者に応急仮設住宅（みなし仮設住宅）を提供する。

対　象
（誰・何を対象に）

　平成30年7月豪雨災害により住家がなくなった方のうち災害救助法対象外の被災者

所　属 建設部　住宅課　住宅係 総合計画施策体系 3

事務事業名 被災者住宅支援事業 ソフト一般会計

１　事務事業に関する基本情報 事務事業番号 303 6 新規・継続 新規

【簡易版】 令和 元 年度 事務事業シート 評価
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-

8 款 2 項 1 目

3 -

２　事務事業の概要・活動実績・課題及び今後の方向性

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

R1年度予算のうち
R2年度に繰越した

事業費

- 円

人件費/総事業費 67.08 ％ 66.33 ％ 65.35 ％ - ％

総事業費(A)+(B) 132,143 千円 125,728 千円 123,958 千円 - 千円

千円
人
役
内
訳

正規職員 12.16 11.43 10.65

千円
人
件
費

（
按
分
）

人件費合計(B) 13.95

88,635 千円

13.27

83,395 千円

12.21

事
業
費

-

嘱託職員 1.00 1.00 1.00 -
81,003

一般財源 7,203 千円 6,834 千円 9,092 千円 10,945

-千円

-

臨時職員 0.79 0.84 0.56 -

千円 千円

その他 36,305 千円 35,499 千円 33,863 千円 35,044 千円

42,955 千円 45,989 千円

財
源
内
訳

国県支出金 千円 千円

事業費合計（A) 43,508 千円 42,333 千円

千円 千円

地方債 千円 千円

事業の概要
及び

R1活動実績

　　　１　道路・河川管理に係るデータ更新等業務（９,４０４千円）
　　　　　道路河川システム入力データ作成、認定道路及び農道台帳調書の修正・登録業務を
　　　　行った。
　　　　　道路路線数：4,540路線（R2.3時点）

　　　２　駅前広場等施設の維持管理業務（２５,０４１千円）
　　　　　八本松駅等の駅施設及び駅前広場（10か所）、公衆トイレ（5か所）、及び吉行横断地下
　　　　道を維持管理するために必要な業務を行った。
　　　　　◇R１年度に実施した主な業務
　　　　　　・公衆トイレ等清掃管理業務（14か所）
　　　　　　・浄化槽管理業務（1か所）
　　　　　　・エレベーター等保守管理業務（3か所）
　　　　　　・自由通路等清掃業務（2か所）
　　　　　　・機械警備業務（3か所）
　　　　　　・電気工作物保安管理業務（2か所）
　　　　　　・消防設備点検業務（2か所）
　　　　　　・各施設光熱水費

　　　３　施設修繕（３,５８４千円）
　　　　　公衆トイレ及び駅前広場等の施設を適切
　　　　に維持するために必要な修繕を行った。

　　　４　その他事務（４,９２６千円）

３　コスト情報
平成29年度（決算） 平成30年度（決算） 令和元年度（決算） 令和２年度（予算）

課題及び
今後の方向性

　道路や様々な施設について、施設数が増加する中で台帳等を適切に管理し、関係部署を含む職員
が活用できるよう利便性を高めていく。

根拠法令 道路法、東広島市道路占用料徴収条例、東広島市公共物の管理等に関する条例等

目　的
（何のために）

　道路及び河川管理者として、各種台帳管理及び許認可等事務の適正・円滑な執行を図る。
　駅前広場、公衆トイレ等の円滑な利用を促進する。

対　象
（誰・何を対象に）

　道路法等に基づく許可申請者、特定用地土地所有者、駅前広場・公衆トイレ等の使用者

所　属 建設部　建設管理課　管理調整係・道路企画係・審査指導係 総合計画施策体系 6

事務事業名 土木施設管理事務 ソフト一般会計

１　事務事業に関する基本情報 事務事業番号 306 1 新規・継続 継続

【簡易版】 令和 元 年度 事務事業シート 評価

酒蔵ポケットパーク公衆トイレ

JR寺家駅
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( )

-

8 款 2 項 3 目

3 -

２　事務事業の概要・活動実績・課題及び今後の方向性

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

R1年度予算のうち
R2年度に繰越した

事業費

- 円

％ - ％

総事業費(A)+(B) 73,495 千円 38,387 千円 70,967 千円 - 千円

人件費/総事業費 9.70 ％ 7.31 ％ 5.16

千円
人
役
内
訳

正規職員 1.00 0.40 0.50

千円
人
件
費

（
按
分
）

人件費合計(B) 1.05

7,130 千円

0.40

2,808 千円

0.50

事
業
費

-

嘱託職員 -
3,660

一般財源 2,037 千円 3,750 千円 6,971 千円

-千円

-

臨時職員 0.05 -

千円 千円

その他 千円 千円 千円 千円

67,307 千円 千円

財
源
内
訳

国県支出金 59,728 千円 31,829 千円

事業費合計（A) 66,365 千円 35,579 千円

60,336 千円 千円

地方債 4,600 千円 千円

事業の概要
及び

R1活動実績

３　コスト情報
平成29年度（決算） 平成30年度（決算） 令和元年度（決算） 令和２年度（予算）

課題及び
今後の方向性

　平成30年7月豪雨災害の復旧工事を優先したことにより、事業実施を見合わせていることによ
る計画期間の変更が生じている。このため、整備に係る移譲交付金額（県道改築）の増額等を
要望し、東広島向原線の早期完成に努める。

　　　１　東広島向原線の整備（６７,３０７千円）
　　　　　本路線は、東広島と安芸高田市向原町を結ぶ重要な路線であるが、現況道路幅員が
　　　　狭小で屈曲箇所が多くあるため緊急車両の通行にも支障をきたいしていることから、改
　　　　良工事を実施し緊急車両等の通行を確保し安全・安心な移動空間の確保を図る。

　　　　〇全体延長Ⅼ＝1,800ｍ　、　Ｗ＝5.0ｍ
　　　　　 道路改良工事　Ｌ＝　290ｍ

根拠法令 道路法

目　的
（何のために）

広島県から受託した県道の整備を行う。

対　象
（誰・何を対象に）

広島県から受託した県道（主要地方道東広島向原線）

所　属 建設部　道路建設課　農林道係 総合計画施策体系 6

事務事業名 県道整備受託事業 ハード一般会計

１　事務事業に関する基本情報 事務事業番号 306 3 新規・継続 継続

【簡易版】 令和 元 年度 事務事業シート 評価

整備前 整備後
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8 款 1 項 1 目
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２　事務事業の概要・活動実績・課題及び今後の方向性

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

R1年度予算のうち
R2年度に繰越した

事業費

- 円

人件費/総事業費 30.92 ％ 33.10 ％ 34.99 ％ - ％

総事業費(A)+(B) 13,171 千円 12,047 千円 11,860 千円 - 千円

千円
人
役
内
訳

正規職員 0.54 0.54 0.55

千円
人
件
費

（
按
分
）

人件費合計(B) 0.67

4,073 千円

0.63

3,987 千円

0.59

事
業
費

-

嘱託職員 -
4,150

一般財源 9,098 千円 8,060 千円 7,710 千円 26,020

-千円

-

臨時職員 0.13 0.09 0.04 -

千円 千円

その他 千円 千円 千円 千円

7,710 千円 26,020 千円

財
源
内
訳

国県支出金 千円 千円

事業費合計（A) 9,098 千円 8,060 千円

千円 千円

地方債 千円 千円

事業の概要
及び

R1活動実績

　　　１　建設部内の円滑な事務事業執行のための調整業務（７,７１０千円）
　　　　　建設部内の臨時職員の共済費、賃金、及び負担金等の支出

３　コスト情報
平成29年度（決算） 平成30年度（決算） 令和元年度（決算） 令和２年度（予算）

課題及び
今後の方向性

　
　地方分権が進み、県からの事務移譲等による事務の執行や市民ニーズが多様化する中、建設事業
に求められる意見等も複雑・多様化していることから、それに的確に応えていくための対応が懸念され
る。

根拠法令

目　的
（何のために）

　 建設部内の円滑な事務事業執行のための調整を行うことを目的とする。

対　象
（誰・何を対象に）

　建設部職員

所　属 建設部　建設管理課　管理調整係 総合計画施策体系 6

事務事業名 土木総務一般事務 ソフト一般会計

１　事務事業に関する基本情報 事務事業番号 306 5 新規・継続 継続

【簡易版】 令和 元 年度 事務事業シート 評価
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( )

-

6 款 1 項 6 目

4 -

２　事務事業の概要・活動実績・課題及び今後の方向性

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

１　事務事業に関する基本情報 事務事業番号 401 16 新規・継続 継続

【簡易版】 令和 元 年度 事務事業シート 評価

所　属 建設部　河川港湾課　農業水利係 総合計画施策体系 1

事務事業名 農業用施設整備事業 ハード一般会計

根拠法令 土地改良法

目　的
（何のために）

　農作業の効率化や生産コストの低減、維持管理費の節減により、効率的で安定的な農業経営の確
立を図るとともに、防災対策としてため池の整備を図る。

対　象
（誰・何を対象に）

　農業用施設の受益者

事業の概要
及び

R1活動実績

　
　　　１　事業概要
　　　　　ため池・水路・頭首工等の改良事業の実施及び県営ため池整備事業への費用負担を行う
　　　　とともに受益者が行う農地・農業用施設改良事業に対する補助を行った。

　　　２　Ｒ１活動実績（７５,２２４千円）
　　　　(1)　水路整備工事（1,393千円）
　　　　　　水路1地区の整備工事を実施した。
　
　　　　(2)　測量設計業務（3,013千円）
　　　　　　水路1地区の測量設計業務を実施した。

　　　　(3)　県営ため池整備事業等負担金・分担金（3,235千円）
　　　　　　県営ため池２地区の整備事業等の負担を行った。

　　　　(4)　小規模土地改良・小規模災害復旧補助金（61,546千円）
　
　　　　(5)　ため池敷地の登記名義人等に関する調査（5,386千円）

　　　　(6)　その他経費（651千円）

　　　　(7)　ため池調査業務において、所有者に係る相続関係の調査に不測の日数を要したことから
　　　　　　一部事業の繰越しを行った。

　

３　コスト情報
平成29年度（決算） 平成30年度（決算） 令和元年度（決算） 令和２年度（予算）

課題及び
今後の方向性

　ため池や用水路などの整備については、地元分担金が必要となるが、対象施設を利用する農家の
減少により、大規模な施設改修が困難となる場合がある。
　地元分担金のあり方や小規模土地改良事業での補助金制度など、総合的な検討が必要となってい
る。

75,224 千円 70,049 千円

財
源
内
訳

国県支出金 千円 1,125 千円

事業費合計（A) 173,439 千円 137,037 千円

千円 千円

地方債 12,500 千円 3,300 千円 1,800 千円 4,800 千円

その他 2,323 千円 2,511 千円 444 千円 395 千円

一般財源 158,616 千円 130,101 千円 72,980 千円 64,854

-千円

-

臨時職員 0.16 0.09 -

千円
人
役
内
訳

正規職員 3.00 1.00 0.50

千円
人
件
費

（
按
分
）

人件費合計(B) 3.00

21,060 千円

1.16

7,336 千円

0.69

事
業
費

-

嘱託職員 0.10 -
4,031

総事業費(A)+(B) 194,499 千円 144,373 千円 79,255 千円 - 千円

人件費/総事業費 10.83 ％ 5.08 ％ 5.09 ％ - ％

R1年度予算のうち
R2年度に繰越した

事業費

【役務費】ため池調査業務 24,613,000 円

【負担金、補助金及び交付金】県営ため池整備事業負担金 3,269,000 円

円

福成寺水路（西条）工事着工前 福成寺水路（西条）工事完成
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-
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4 -

２　事務事業の概要・活動実績・課題及び今後の方向性

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

総事業費(A)+(B) 10,851 千円 8,830 千円

％ - ％

R1年度予算のうち
R2年度に繰越した

事業費

- 円

4,632 千円 - 千円

人件費/総事業費 16.17 ％ 15.90 ％ 47.41

千円
人
役
内
訳

正規職員 0.25 0.20 0.30

千円
人
件
費

（
按
分
）

人件費合計(B) 0.25

1,755 千円

0.36

1,404 千円

0.30

事
業
費

-

嘱託職員 -
2,196

一般財源 9,096 千円 7,426 千円 2,436 千円 7,850

-千円

-

臨時職員 0.16 -

千円 千円

その他 千円 千円 千円 千円

2,436 千円 7,850 千円

財
源
内
訳

国県支出金 千円 千円

事業費合計（A) 9,096 千円 7,426 千円

千円 千円

地方債 千円 千円

３　コスト情報
平成29年度（決算） 平成30年度（決算） 令和元年度（決算） 令和２年度（予算）

対　象
（誰・何を対象に）

　廃止を希望するため池（公用廃止をするため池）

事業の概要
及び

R1活動実績

　　　１　事業概要
　　　　　農業用の用途として不要となったため池について、災害防止・危険防止の措置を講じると
　　　　ともに、適切な維持管理を行った。

　　　２　Ｒ１活動実績（２,４３６千円）
　　　　(1)　除草・伐採業務（2,288千円）
　
　　　　(2)　その他経費（148千円）

課題及び
今後の方向性

　農地の転用や高齢化による離農により不用となる農業用ため池は年々増加している。近隣住民の防
災意識の向上から、ため池の安全対策に関する要望も増加傾向にある。
　今後の方向性については、浸水対策にも考慮しながら、引き続き住民の安心安全を確保するため、
危険防止及び災害防止の措置を講じる。

根拠法令 農業用ため池の管理及び保全に関する法律

目　的
（何のために）

　宅地化等の進行により受益地がなくなり、農業用の用途として不要になったため池を、危険防止及び
災害防止の措置を講じるとともに、適切な維持管理を行う。

事務事業名 ため池再生事業 一般会計 ハード

所　属 建設部　河川港湾課　農業水利係 総合計画施策体系 1

１　事務事業に関する基本情報 事務事業番号 401 17 新規・継続 継続

【簡易版】 令和 元 年度 事務事業シート 評価
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２　事務事業の概要・活動実績・課題及び今後の方向性

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

事務事業名 農業用水利施設管理事業 一般会計 ハード

所　属 建設部　河川港湾課　農業水利係 総合計画施策体系 1

１　事務事業に関する基本情報 事務事業番号 401 18 新規・継続 継続

【簡易版】 令和 元 年度 事務事業シート 評価

根拠法令

目　的
（何のために）

　農業用水利施設の機能を保全し、主として公共性の高い施設の維持管理を行う。

３　コスト情報
平成29年度（決算） 平成30年度（決算） 令和元年度（決算） 令和２年度（予算）

対　象
（誰・何を対象に）

　公共性の高い農業用施設の受益者

事業の概要
及び

R1活動実績

　　　１　事業概要
　　　　　公共性の高い農業用施設について、設備の保守管理、施設の清掃及び修繕を実施した。

　　　２　Ｒ１活動実績（９,３１９千円）
　　　　(1)　設備の保守管理、施設の清掃等の業務（2,356千円）
　　　　　　黒瀬ダムの清掃、除草及び千丈ヶ原ダムの堤体観測、観測機器保守点検等を実施した。
　
　　　　(2)　設備更新工事（1,155千円）
　　　　　　千丈ヶ原ダム観測機器の更新工事等を実施した。
　
　　　　(3)　その他経費（5,808千円）

課題及び
今後の方向性

　
　農業用施設の維持管理については、受益者が行うことが原則であるが、公共性の高い施設の維持管
理の一部については、市が実施しており、適切な維持管理が求められている。
　受益者管理の施設も含め、計画的な維持管理を行う必要がある。
　

9,319 千円 13,322 千円

財
源
内
訳

国県支出金 千円 千円

事業費合計（A) 8,589 千円 8,909 千円

千円 千円

地方債 千円 千円 千円 千円

その他 258 千円 177 千円 151 千円 310 千円

一般財源 8,331 千円 8,732 千円 9,168 千円 13,012

-千円

-

臨時職員 -

千円
人
役
内
訳

正規職員 0.25 0.25 0.35

千円
人
件
費

（
按
分
）

人件費合計(B) 0.25

1,755 千円

0.25

1,404 千円

0.35

事
業
費

-

嘱託職員 -
2,562

総事業費(A)+(B) 10,344 千円 10,313 千円

％ - ％

R1年度予算のうち
R2年度に繰越した

事業費

- 円

11,881 千円 - 千円

人件費/総事業費 16.97 ％ 13.61 ％ 21.56
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２　事務事業の概要・活動実績・課題及び今後の方向性

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

R1年度予算のうち
R2年度に繰越した

事業費

- 円

人件費/総事業費 5.65 ％ 9.30 ％ 5.14 ％ - ％

総事業費(A)+(B) 68,316 千円 22,643 千円 35,635 千円 - 千円

千円
人
役
内
訳

正規職員 0.55 0.30 0.25

千円
人
件
費

（
按
分
）

人件費合計(B) 0.55

3,861 千円

0.30

2,106 千円

0.25

事
業
費

-

嘱託職員 -
1,830

一般財源 61,785 千円 18,169 千円 27,584 千円 27,848

-千円

-

臨時職員 -

千円 千円

その他 2,610 千円 2,308 千円 6,161 千円 6,417 千円

33,805 千円 34,325 千円

財
源
内
訳

国県支出金 60 千円 60 千円

事業費合計（A) 64,455 千円 20,537 千円

60 千円 60 千円

地方債 千円 千円

事業の概要
及び

R1活動実績

 
　　　１　委託による維持修繕と保守管理（１７,４４７千円）
　　　　(1)　農道等の小規模な維持修繕等を年間を通して委託した(11,572千円)

　　　　(2)　大芝大橋の航空障害灯、航路灯などの保守点検を委託した(5,875千円)

　　　２　工事発注による維持修繕（１２,３２１千円）
　　　　　農道舗装工事を「道路舗装工事（豊栄地区ほか）」ほか1件を実施した。

　　　３　需用費など(４,０３７千円）
　　　　　大芝大橋、小竹上神トンネル電気使用料など。

３　コスト情報
平成29年度（決算） 平成30年度（決算） 令和元年度（決算） 令和２年度（予算）

課題及び
今後の方向性

　大芝大橋については、多大な費用を要するため、市内全体の橋梁の保全・耐震対策の進捗状況を
含めて実施時期を総合的に検討する必要がある。

根拠法令 土地改良法

目　的
（何のために）

　農道施設の機能を保全し、老朽化した既存の施設の長寿命化を果たす目的で維持修繕を行う。

対　象
（誰・何を対象に）

　農道（舗装、排水路、安全施設等）、農道橋、農道トンネル

所　属 建設部　維持課 総合計画施策体系 1

事務事業名 農道維持修繕事業 ハード一般会計

１　事務事業に関する基本情報 事務事業番号 401 19 新規・継続 継続

【簡易版】 令和 元 年度 事務事業シート 評価

大芝大橋
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２　事務事業の概要・活動実績・課題及び今後の方向性

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

１　事務事業に関する基本情報 事務事業番号 401 22 新規・継続 継続

【簡易版】 令和 元 年度 事務事業シート 評価

所　属 建設部　建設管理課　道路企画係 総合計画施策体系 1

事務事業名 農林道管理事務 ソフト一般会計

根拠法令

目　的
（何のために）

　農林道管理者として、各種台帳管理及び許認可等事務の適正かつ円滑な執行を図る。

対　象
（誰・何を対象に）

　許可申請者、特定用地土地所有者

事業の概要
及び

R1活動実績

　　　１　事業の概要
　　　　　農道、ため池、水路等の農業施設の管理を行った。

　　　２　Ｒ１活動実績（１５千円）
　　　　　その他事務費(15千円)

３　コスト情報
平成29年度（決算） 平成30年度（決算） 令和元年度（決算） 令和２年度（予算）

課題及び
今後の方向性

　今後、土地改良区の解散に伴う財産引継ぎに係る協議や整理に伴う事務量の増加が懸念される。
　新規路線の台帳へのデータ更新等の整理を進める。

15 千円 12 千円

財
源
内
訳

国県支出金 千円 千円

事業費合計（A) 3,280 千円 1,200 千円

千円 千円

地方債 千円 千円 千円 千円

その他 千円 千円 千円 2 千円

一般財源 3,280 千円 1,200 千円 15 千円 10

-千円

-

臨時職員 -

千円
人
役
内
訳

正規職員 0.10 0.10 0.10

千円
人
件
費

（
按
分
）

人件費合計(B) 0.10

702 千円

0.10

702 千円

0.10

事
業
費

-

嘱託職員 -
732

総事業費(A)+(B) 3,982 千円 1,902 千円 747 千円 - 千円

人件費/総事業費 17.63 ％ 36.91 ％ 97.99 ％ - ％

R1年度予算のうち
R2年度に繰越した

事業費

- 円
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２　事務事業の概要・活動実績・課題及び今後の方向性

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

R1年度予算のうち
R2年度に繰越した

事業費

【委託料】伐採業務委託 15,000,000 円

【工事請負費】区画線整備工事 2,100,000 円

人件費/総事業費 10.01 ％ 12.97 ％ 4.02 ％ - ％

総事業費(A)+(B) 49,103 千円 16,236 千円 18,230 千円 - 千円

千円
人
役
内
訳

正規職員 0.70 0.30 0.10

千円
人
件
費

（
按
分
）

人件費合計(B) 0.70

4,914 千円

0.30

2,106 千円

0.10

事
業
費

-

嘱託職員 -
732

一般財源 44,189 千円 14,130 千円 17,498 千円 30,722

-千円

-

臨時職員 -

千円 千円

その他 千円 千円 千円 千円

17,498 千円 38,587 千円

財
源
内
訳

国県支出金 千円 千円

事業費合計（A) 44,189 千円 14,130 千円

千円 7,865 千円

地方債 千円 千円

事業の概要
及び

R1活動実績

　
　　　１　委託による維持修繕（１５,８５４千円）
　　　　　林道及び緑地の小規模な維持修繕等を年間を通して委託した。

　　　２　工事発注による維持修繕（１,６１４千円）
　　　　　区画線整備工事（河内地区ほか）を実施した。
　
　　　３　需用費（３０千円）
　　　　　消耗品費

　　　４　平成３０年７月豪雨災害の復旧を優先したことから、一部事業の繰越しを行った。
　

　

３　コスト情報
平成29年度（決算） 平成30年度（決算） 令和元年度（決算） 令和２年度（予算）

課題及び
今後の方向性

　林道は、林業担い手の高齢化により、機能維持が困難になっている。

根拠法令 森林法

目　的
（何のために）

　森林の保全と活用及び緑地の環境を保全する。

対　象
（誰・何を対象に）

　林道及び緑地

所　属 建設部　維持課 総合計画施策体系 2

事務事業名 林道緑地維持修繕事業 ハード一般会計

１　事務事業に関する基本情報 事務事業番号 402 3 新規・継続 継続

【簡易版】 令和 元 年度 事務事業シート 評価

除草状況
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２　事務事業の概要・活動実績・課題及び今後の方向性

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

１　事務事業に関する基本情報 事務事業番号 403 2 新規・継続 継続

【簡易版】 令和 元 年度 事務事業シート 評価

所　属 建設部　建設管理課　管理調整係 総合計画施策体系 3

事務事業名 漁港等管理事業 ソフト一般会計

根拠法令 漁港漁場整備法

目　的
（何のために）

　水産業の健全な発展及びこれによる水産物の供給の安定を図るため、漁港の維持管理を適正に行
う。

対　象
（誰・何を対象に）

　漁業従事者及び漁港利用者

事業の概要
及び

R1活動実績

　　　１　事業の概要
　　　　　漁港施設の維持管理・修繕及び漁港区域の防潮扉の開閉・点検を行った。

　　　２　Ｒ１活動実績（１０,６６２千円）
【新】  (1)　漁港海岸保全施設長寿命化計画策定業務(10,073千円)
　　　　　高潮被害の増加や海岸浸食の進行、破堤による被害等の発生が懸念される漁港海岸保全
　 　　 施設について、老朽化対策や耐震対策等を計画的に推進するための長寿命化計画を策定し
　　　　た。

　　　　(2)　漁港施設、漁港区域の管理業務（554千円）
　　　　　ア　大芝北桟橋、駐車場等の点検・清掃業務を実施した。
　　　　　イ　漁港区域内24門の防潮扉の閉鎖・点検を実施した。

　　　　(3)　その他経費（35千円）

３　コスト情報
平成29年度（決算） 平成30年度（決算） 令和元年度（決算） 令和２年度（予算）

課題及び
今後の方向性

　漁港施設の老朽化に伴い、施設の補修等の維持管理費の増大が懸念される。
　策定した長寿命化計画に基づき補修等を実施することで、施設利用者の安全を確保するとともに、維
持管理費の縮減を図る。

10,662 千円 1,985 千円

財
源
内
訳

国県支出金 千円 千円

事業費合計（A) 3,833 千円 914 千円

4,000 千円 千円

地方債 千円 千円 千円 千円

その他 94 千円 96 千円 96 千円 96 千円

一般財源 3,739 千円 818 千円 6,566 千円 1,889

-千円

-

臨時職員 -

千円
人
役
内
訳

正規職員 0.55 0.55 0.60

千円
人
件
費

（
按
分
）

人件費合計(B) 0.55

3,861 千円

0.55

3,861 千円

0.60

事
業
費

-

嘱託職員 -
4,392

総事業費(A)+(B) 7,694 千円 4,775 千円 15,054 千円 - 千円

人件費/総事業費 50.18 ％ 80.86 ％ 29.17 ％ - ％

R1年度予算のうち
R2年度に繰越した

事業費

- 円
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